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〔
判
示
事
項
〕

　
商
法
二
六
六
条
ノ
三
の
訴
に
つ
い
て
は
、
商
法
二
六
八
条
一
項
の
専
属

管
轄
の
適
用
が
な
い
。

〔
参
照
条
文
〕

　
商
法
二
六
六
条
ノ
三
、
二
六
八
条

〔
事
　
実
〕

　
本
件
抗
告
の
相
手
方
で
あ
る
X
は
、
本
件
抗
告
人
払
会
社
に
対
す
る
約

束
手
形
金
請
求
、
売
掛
代
金
請
求
と
、
本
件
抗
告
人
L
（
磧
会
社
代
表
取
締

役
）
お
よ
び
同
脇
（
磧
会
社
取
締
役
．
代
表
権
の
有
無
は
不
明
）
に
対
す
る
商

法
二
六
六
条
ノ
三
に
基
づ
く
損
害
賠
償
請
求
を
併
合
し
て
、
大
阪
地
方
裁

判
所
に
訴
を
提
起
し
た
。

　
払
会
社
等
は
、
右
事
件
の
東
京
地
方
裁
判
所
へ
の
移
送
を
申
立
て
た
が
、

却
下
さ
れ
た
。

　
』
会
社
等
は
、
次
の
よ
う
に
理
由
づ
け
て
、
本
件
抗
告
に
及
ん
だ
。
す

な
わ
ち
、

　
①
「
商
法
二
六
六
条
ノ
三
は
所
謂
取
締
役
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
を

定
め
た
も
の
で
あ
り
、
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
訴
は
、
同
法
二
六
八

条
一
項
に
よ
り
、
狛
会
社
の
本
店
所
在
地
の
地
方
裁
判
所
の
管
轄
に
専
属

す
る
旨
定
め
ら
れ
て
い
る
」
、

　
②
「
積
会
社
（
抗
告
人
）
の
本
店
所
在
地
は
東
京
都
千
代
田
区
に
存
し
、

そ
の
管
轄
裁
判
所
は
東
京
地
方
裁
判
所
で
あ
っ
て
、
し
か
も
そ
の
管
轄
は

右
に
見
た
如
く
専
属
管
轄
で
あ
る
」
、

　
③
「
原
決
定
は
、
こ
の
点
を
看
過
し
、
民
事
訴
訟
法
二
七
条
を
適
用
す

る
こ
と
な
く
、
同
法
五
条
お
よ
び
一
二
条
を
適
用
し
て
、
本
件
移
送
の
申

立
を
却
下
し
た
も
の
で
あ
っ
て
、
こ
の
こ
と
は
専
属
管
轄
規
定
に
違
反
す

る
」
と
主
張
し
た
。

　
な
お
、
抗
告
裁
判
所
は
、
本
件
「
約
束
手
形
金
請
求
の
訴
え
に
つ
い
て

は
民
訴
法
一
条
、
六
条
に
よ
り
東
京
地
方
裁
判
所
及
び
千
葉
地
方
裁
判
所

（
松
戸
支
部
）
に
、
売
掛
代
金
請
求
の
訴
え
の
管
轄
裁
判
所
は
民
訴
法
一
条
、

商
法
五
一
六
条
一
項
、
民
訴
法
五
条
に
よ
り
東
京
地
方
裁
判
所
及
び
大
阪
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〔
商
法
　
二
六
一
〕
　
取
締
役
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
を
追
及
す
る
訴
の
裁
判
管
轄

大
阪
高
決
昭
和
五
四
年
一
月
一
六
日

昭
五
三
（
ラ
）
五
八
七
号
移
送
申
立
却
下
決
定
に
対
す
る
抗
告
事
件

金
融
・
商
事
判
例
五
八
一
号
一
九
頁

判
例
タ
イ
ム
ズ
三
八
一
号
一
五
四
頁
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地
方
裁
判
所
に
、
各
管
轄
が
あ
る
」
と
認
定
し
て
い
る
．

〔
判
　
旨
〕

　
本
件
抗
告
を
棄
却
。

「
商
法
二
六
八
条
一
項
は
、
同
法
二
六
七
条
、
二
六
六
条
に
基
づ
き
取
締

役
の
責
任
を
追
及
す
る
訴
え
に
つ
い
て
専
属
管
轄
を
定
め
た
も
の
で
あ
っ

て
、
そ
の
趣
旨
は
個
々
の
株
主
が
会
社
の
た
め
に
取
締
役
の
責
任
を
追
及

す
る
代
表
訴
訟
ば
か
り
で
な
く
、
会
社
自
身
が
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す

る
訴
え
を
含
め
て
、
株
主
の
提
起
す
る
代
表
訴
訟
の
場
合
は
会
社
ま
た
は

他
の
株
主
が
．
会
社
の
提
起
す
る
訴
訟
の
場
合
は
株
主
が
、
い
ず
れ
も
共

同
訴
訟
人
と
し
て
訴
訟
に
参
加
す
る
こ
と
を
容
易
に
す
る
た
め
で
あ
り
、

株
主
以
外
の
第
三
者
が
取
締
役
を
相
手
ど
っ
て
直
接
損
害
賠
償
の
請
求
を

す
る
同
法
二
六
六
条
ノ
三
の
場
合
を
含
ま
ず
、
同
法
二
六
六
条
ノ
三
の
場

合
は
民
訴
法
一
条
、
一
五
条
に
よ
る
べ
き
で
あ
り
、
一
の
訴
を
も
っ
て
数

個
の
請
求
を
す
る
場
合
は
同
法
二
一
条
の
併
合
請
求
の
管
轄
に
よ
る
こ
と

も
で
き
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る
．
こ
れ
を
本
件
に
つ
い
て
み
る
に
、
前
示

の
よ
う
に
本
訴
中
、
売
掛
代
金
請
求
の
訴
に
つ
い
て
は
大
阪
地
方
裁
判
所

に
も
管
轄
権
が
あ
る
か
ら
、
商
法
二
六
六
条
ノ
三
の
損
害
賠
償
請
求
の
訴

を
併
合
」
て
提
起
す
る
場
合
に
は
民
訴
法
二
一
条
に
よ
り
大
阪
地
方
裁
判

所
に
訴
え
を
提
起
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る
。
」

〔
評
　
釈
〕

　
判
旨
の
立
論
に
賛
成
す
る
。

一
　
商
法
二
六
八
条
一
項
の
「
取
締
役
ノ
責
任
ヲ
追
及
ス
ル
訴
」
の
意
味

に
つ
い
て
は
、
そ
の
条
項
の
立
法
当
初
よ
り
、
そ
れ
は
、
「
単
に
株
主
が

会
社
の
た
め
に
提
起
す
る
代
位
訴
訟
の
み
な
ら
ず
、
会
社
自
身
が
提
起
す

る
取
締
役
の
責
任
追
及
の
訴
を
も
包
含
す
る
」
と
説
明
さ
れ
て
お
り
（
大

隅
”
大
森
・
逐
条
改
正
会
社
法
解
説
三
〇
一
頁
）
、
取
締
役
の
第
三
者
に
対
す

る
責
任
を
追
及
す
る
訴
に
つ
い
て
は
、
そ
の
説
明
に
際
し
て
、
そ
れ
は
眼

中
に
据
え
ら
れ
て
い
な
い
。
そ
し
て
、
こ
の
「
取
締
役
ノ
責
任
ヲ
追
及
ス

ル
訴
」
に
つ
い
て
、
専
属
管
轄
が
定
め
ら
れ
て
い
る
理
由
は
、
次
の
よ
う

に
説
明
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
商
法
二
六
八
条
二
項
本
文
に
よ
り
、

「
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
訴
を
会
社
が
提
起
し
た
と
き
は
株
主
が
、

ま
た
株
主
が
提
起
し
た
と
ぎ
は
会
社
ま
た
は
他
の
株
主
が
、
す
で
に
提
起

さ
れ
た
訴
訟
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
解
さ
れ
る
が
、
こ
の
参
加

を
容
易
に
す
る
た
め
に
、
本
店
所
在
地
の
地
方
裁
判
所
の
専
属
管
轄
が
規

定
さ
れ
た
と
説
明
さ
れ
る
の
で
あ
る
（
鈴
木
”
石
井
．
改
正
株
式
会
社
法
解
説

一
八
三
頁
）
。
こ
の
説
明
に
よ
っ
て
も
、
第
三
者
の
提
起
す
る
取
締
役
責
任

追
及
の
訴
は
、
意
識
の
範
囲
内
に
は
な
い
。
も
っ
と
も
、
右
の
説
明
に
際

し
て
、
「
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
訴
は
誰
が
提
起
す
る
場
合
に
も
、

本
店
所
在
地
の
地
方
裁
判
所
の
専
属
管
轄
と
し
、
さ
ら
に
株
主
が
代
表
訴

訟
を
提
起
し
た
場
合
に
は
、
会
社
に
対
し
そ
の
訴
訟
を
告
知
す
べ
き
も
の

と
す
る
」
と
の
記
述
が
あ
る
（
鈴
木
”
石
井
・
前
掲
一
八
三
頁
）
の
で
、
そ

の
「
誰
が
提
起
す
る
場
合
に
も
」
と
の
表
現
を
手
掛
り
と
し
て
、
会
社
と

株
主
以
外
の
第
三
者
が
提
起
す
る
場
合
も
含
ま
れ
る
と
解
し
得
る
や
に
も

思
わ
れ
そ
う
で
あ
る
。
し
か
し
、
そ
の
前
後
の
論
述
を
斜
酌
し
て
考
え
る

か
ぎ
り
で
は
、
そ
の
よ
う
な
理
解
は
で
き
な
い
。

　
右
の
よ
う
な
立
法
当
初
の
理
解
を
踏
ま
え
て
考
察
を
進
め
る
と
、
取
締

97
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役
に
対
す
る
責
任
追
及
の
訴
で
も
、
株
主
が
会
社
の
た
め
に
提
起
す
る
代

表
訴
訟
お
よ
び
会
社
自
体
が
提
起
す
る
取
締
役
の
責
任
を
追
及
す
る
訴
以

外
の
訴
は
、
個
々
の
株
主
や
会
社
が
共
同
訴
訟
人
と
し
て
そ
れ
に
参
加
す

る
こ
と
も
で
き
な
い
も
の
で
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
訴
の
管
轄
は
、
専
属
管

轄
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
（
北
沢
「
株
主
の
代
表
訴
訟
と
差
止
権
」
株

式
会
社
法
講
座
三
巻
二
五
三
頁
．
同
・
注
釈
会
社
法
二
六
八
条
注
二
く
四
巻
五
一

七
頁
V
）
。
こ
の
考
え
は
、
本
件
判
旨
の
採
用
す
る
結
論
で
あ
り
．
現
在
、

一
般
的
に
受
け
入
れ
ら
れ
て
い
る
見
解
と
も
解
さ
れ
る
（
前
田
．
注
釈
株
式

会
社
法
二
六
八
条
注
二
〈
上
巻
三
二
頁
〉
、
境
・
基
本
法
コ
ン
メ
ン
タ
ー
ル
会
社

法
2
〈
第
三
版
V
三
〇
頁
参
照
）
。
こ
の
意
味
で
判
旨
の
立
論
に
賛
成
で
き
る
。

二
　
商
法
二
六
八
条
二
項
本
文
は
、
「
株
主
又
ハ
会
社
ハ
前
項
ノ
訴
訟
二

参
加
ス
ル
コ
ト
ヲ
得
」
と
規
定
し
て
い
る
。
こ
の
規
定
に
つ
い
て
、
株
主

ま
た
は
会
社
が
代
表
訴
訟
に
参
加
で
き
る
こ
と
は
、
民
事
訴
訟
法
の
規
定

か
ら
し
て
も
ほ
ぽ
明
ら
か
で
あ
っ
て
、
こ
の
明
文
規
定
の
存
在
価
値
は
、

参
加
制
限
に
関
す
る
商
法
二
六
八
条
二
項
但
書
、
訴
訟
告
知
に
関
す
る
同

条
三
項
お
よ
び
提
訴
株
主
の
権
利
義
務
に
関
す
る
同
法
二
六
八
条
ノ
ニ
の

規
定
を
引
き
出
す
こ
と
に
あ
る
と
の
見
解
が
あ
る
（
柳
川
「
株
主
の
代
表
訴

訟
に
つ
い
て
」
法
学
新
報
五
七
巻
八
号
九
頁
、
一
〇
頁
。
な
お
、
高
鳥
『
代
表
訴
訟

に
関
す
る
解
釈
上
の
諸
問
題
」
法
学
研
究
二
四
巻
八
号
五
六
頁
は
、
本
文
の
柳
川
説

の
よ
う
な
立
論
可
能
性
を
立
法
当
初
か
ら
指
摘
し
て
い
る
）
．
し
か
し
、
民
事
訴

訟
法
の
醐
般
理
論
か
ら
認
め
ら
れ
る
参
加
の
み
が
許
さ
れ
る
と
い
う
の
で

は
、
商
法
二
六
八
条
二
項
本
文
を
こ
と
さ
ら
設
置
し
た
意
味
が
無
視
さ
れ

る
の
で
、
同
条
項
本
文
は
、
特
に
明
文
で
共
同
訴
訟
的
当
事
者
参
加
を
定

め
た
も
の
と
理
解
す
べ
き
で
あ
る
（
北
沢
・
前
掲
注
釈
会
社
法
二
六
八
条
注
五

〈
四
巻
五
一
九
頁
〉
。
な
お
、
松
田
・
会
社
法
概
論
一
四
六
頁
、
松
田
”
鈴
木
・
条
解

株
式
会
社
法
ω
三
一
六
頁
は
、
共
同
訴
訟
的
補
助
参
加
と
解
し
て
い
る
。
し
か
し
、

通
説
は
、
そ
れ
を
否
定
し
て
い
る
。
通
説
か
ら
の
最
近
の
説
明
と
し
て
は
、
竹
内

「
株
主
の
代
表
訴
訟
」
法
学
協
会
百
周
年
記
念
論
文
集
三
巻
民
事
法
一
八
六
頁
参
照
）
。

そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
強
力
な
訴
訟
参
加
を
容
易
に
す
る
た
め
に
は
、
専

属
管
轄
の
定
め
が
目
的
に
か
な
う
こ
と
に
な
る
．
取
締
役
の
第
三
者
に
対

す
る
責
任
追
及
の
訴
に
つ
い
て
は
、
一
般
の
民
事
訴
訟
理
論
に
よ
り
参
加

の
可
能
性
が
決
定
さ
れ
、
右
の
よ
う
に
は
参
加
に
つ
い
て
の
商
法
上
の
支

援
的
な
制
度
設
定
は
予
定
さ
れ
て
い
な
い
も
の
と
考
え
る
べ
き
で
あ
る
。

会
社
と
株
主
以
外
の
第
三
者
に
関
し
て
、
そ
こ
ま
で
配
慮
す
る
必
要
は
な

い
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、
株
主
の
代
位
と
い
う
機
関
的
活
動
あ
る
い
は

取
締
役
と
株
主
の
構
造
的
な
馴
れ
合
い
が
考
え
ら
れ
な
い
の
で
あ
る
。
従

っ
て
、
専
属
管
轄
の
適
用
は
な
い
と
す
る
判
旨
立
論
は
妥
当
と
解
さ
れ
る
。

　
と
こ
ろ
で
、
判
旨
は
、
商
法
二
六
六
条
ノ
三
の
取
締
役
の
第
三
者
に
対

す
る
責
任
の
場
合
、
訴
訟
管
轄
に
つ
き
民
事
訴
訟
法
一
条
、
一
五
条
に
よ

る
と
し
て
い
る
．
し
か
し
、
取
締
役
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
の
性
質
に

つ
い
て
、
不
法
行
為
と
い
う
こ
と
を
考
え
な
い
立
場
か
ら
は
、
民
事
訴
訟

法
一
五
条
の
不
法
行
為
地
の
特
別
裁
判
籍
を
持
ち
出
す
こ
と
に
疑
問
が
生

ず
る
こ
と
に
な
る
（
取
締
役
の
第
三
者
に
対
す
る
責
任
に
つ
い
て
、
大
別
す
る
と
、

法
定
責
任
説
と
特
殊
不
法
行
為
責
任
説
が
対
立
し
て
お
り
、
前
説
が
有
力
で
あ
る
こ

と
に
つ
い
て
は
、
高
鳥
・
会
社
法
〈
改
訂
版
〉
一
八
O
頁
、
一
八
一
頁
参
照
）
。

　
　
　
昭
和
六
〇
年
八
月
二
三
日
稿
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
加
藤
　
　
修
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